
 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

     

 

 

 

      

 

 

 

      

 

  

 

  

  

令和５年度答申第６２号

令和６年１月１９日

諮問番号 令和５年度諮問第６４号（令和５年１２月１８日諮問）

審 査 庁 防衛大臣

事 件 名 退職手当支給制限処分に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。

理 由

第１ 事案の概要

本件は、陸上自衛隊Ａ補給処長（以下「処分庁」という。）が、国家公務員

退職手当法（昭和２８年法律第１８２号。以下「退職手当法」という。）１２

条１項の規定に基づき、懲戒免職処分を受けて退職をした審査請求人Ｘに対し、

一般の退職手当等の全部を支給しないこととする処分（以下「本件支給制限処

分」という。）をしたことから、審査請求人がこれを不服として審査請求をし

た事案である。

１ 関係する法令の定め 

⑴ 自衛隊員の懲戒処分

自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）４６条１項（令和３年法律第６

１号による改正（令和５年４月１日施行）前のもの。以下同じ。）は、隊

員が同項各号のいずれかに該当する場合には、これに対し懲戒処分として、

免職、降任、停職、減給又は戒告の処分をすることができると規定し、同

項２号には、「隊員たるにふさわしくない行為のあつた場合」が掲げられ
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ている。 

⑵ 退職手当の支給

退職手当法２条１項（令和３年法律第６１号及び第６２号による改正

（いずれも令和５年４月１日施行）前のもの）は、この法律の規定による

退職手当は、常時勤務に服することを要する国家公務員（再任用職員等を

除く。）が退職した場合に、その者に支給すると規定している。 

⑶ 退職手当の支給制限

ア 退職手当法１２条１項は、退職をした者が同項各号のいずれかに該当

するときは、当該退職に係る退職手当管理機関（職員の退職の日におい

て当該職員に対し懲戒免職等処分を行う権限を有していた機関をいう

（退職手当法１１条２号ホ）。以下同じ。）は、当該退職をした者に対

し、当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした

者が行った非違の内容及び程度、当該非違が公務に対する国民の信頼に

及ぼす影響その他の政令で定める事情を勘案して、当該退職に係る一般

の退職手当等（以下「退職手当」という。）の全部又は一部を支給しな

いこととする処分（以下「退職手当支給制限処分」といい、このうち、

退職手当の一部を支給しないこととする処分を「退職手当一部不支給処

分」という。）を行うことができると規定し、同項１号には、「懲戒免

職等処分を受けて退職をした者」が掲げられている。

なお、上記の「懲戒免職等処分」とは、国家公務員法（昭和２２年法律

第１２０号）８２条の規定による懲戒免職の処分その他の職員としての身

分を当該職員の非違を理由として失わせる処分をいうとされている（退職

手当法１１条１号）。

イ 上記アの「政令で定める事情」については、国家公務員退職手当法施

行令（昭和２８年政令第２１５号。以下「退職手当法施行令」という。）

１７条が「当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職

をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度、

当該非違に至つた経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、

当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対す

る国民の信頼に及ぼす影響」とすると規定している。

２ 事案の経緯

審査関係人間に争いのない事実及び各項末尾掲記の資料によれば、本件の

経緯は、以下のとおりである。
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⑴ 審査請求人は、平成ａ年ｂ月ｃ日に防衛庁技官に任命され（平成１９年

１月９日に防衛技官となった。）、陸上自衛隊衛生補給処での勤務を経て、

平成ｄ年ｅ月ｆ日に陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処での勤務を命じられ、同支

処Ｃ部Ｄ課Ｅ班Ｆ係で勤務した後、平成ｇ年ｈ月ｉ日から同班Ｇ係で勤務

していた者であるが、下記⑵の非違行為が発覚したことから、平成ｊ年ｋ

月ｌ日に同支処Ｃ部Ｈ課付に配置換えとなった。

（陸上自衛隊勤務記録表） 

⑵ 懲戒権者である陸上自衛隊Ａ補給処長は、令和元年１２月１２日、審査

請求人に対し、以下の理由により、懲戒処分として免職に処するとの処分

（以下「本件懲戒免職処分」という。）をし、これにより、審査請求人は、

陸上自衛隊を退職した。

ア 違反事実

審査請求人は、平成２８年９月下旬頃及び同年１０月頃、自己が保有す

る電子計算機を使用して、コンサートチケットの販売業者（以下「被害法

人」という。）の受付用電子計算機に複数の他人の名義で取得したファン

クラブの会員番号及びパスワードを入力し、コンサートチケット合計４４

枚（約３５万円分）を購入するという非違行為（以下「本件非違行為」と

いう。）をした。

イ 認定 

(ｱ) 本件非違行為は、自衛隊法４６条１項２号に該当する。 

(ｲ) 昭和５３年７月７日付け陸上自衛隊達第２４－４号「懲戒処分等の基

準に関する達」（令和２年２月２１日付け陸上自衛隊達第２４－４－５

号による改正（同年３月１日施行）前のもの。以下「本件懲戒処分等基

準」という。）によれば、本件非違行為は、「窃盗・詐欺・恐喝・単純

横領等」の「詐欺」であり、違反態様が「重大な場合」に該当するから、

その処分基準は、「免職」である。 

(ｳ) 本件非違行為の原因、動機、手段等について、処分を特に軽減する理

由はない。 

(ｴ) 以上により、「免職」が相当であると認定する。

ウ 適用法条

自衛隊法４６条１項２号

（懲戒処分宣告書、懲戒処分説明書） 

⑶ 退職手当管理機関である陸上自衛隊Ａ補給処長（処分庁）は、令和元年
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１２月１２日、審査請求人に対し、以下の理由により、退職手当の全部を

支給しないこととする処分（本件支給制限処分）をした。

ア 本件支給制限処分の理由

審査請求人は、自衛隊法４６条１項２号の規定に基づき、懲戒処分とし

て免職となったため（詐欺）。

イ 退職手当法施行令１７条で定める事情に関し勘案した内容 

(ｱ) 審査請求人が占めていた職の職務

陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処Ｃ部Ｈ課付 

(ｲ) 審査請求人の勤務の状況

平成ｇ年ｈ月ｉ日から陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処Ｃ部Ｄ課Ｅ班Ｇ係

として、Ｉ技術管理者資格をいかし、駐屯地内のＪ設備の維持管理等

を適切に実施していた。

本件非違行為が発覚したことから、上記支処Ｃ部Ｈ課付に配置換え

となった。 

(ｳ) 本件非違行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度

本件非違行為は、防衛技官の立場としてあるまじき行為であるとと

もに、部隊の団結・規律・士気及び陸上自衛隊に対する信頼を損なう

ものであり、円滑な隊務の遂行に支障を来した。 

(ｴ) 本件支給制限処分の決定

本件非違行為の動機、手段及び公務の遂行に及ぼす支障の程度等を考

慮すれば、審査請求人に対して退職手当を支給することを妥当とするま

でには至らない。

したがって、退職手当法１２条１項の規定に基づき、審査請求人に

対し、退職手当の全部を不支給とすることが適当であると認める。

（退職手当支給制限処分書） 

⑷ 審査請求人は、令和２年３月１０日付けで、防衛大臣（以下「審査庁」

という。）に対し、本件支給制限処分を不服として本件審査請求をした。

（審査請求書） 

⑸ 審査請求人は、令和２年３月１０日付けで、審査庁に対し、本件懲戒免

職処分を不服として審査請求（以下「本件懲戒免職処分審査請求」とい

う。）をした。

審査庁は、自衛隊法４９条３項の規定に基づき、本件懲戒免職処分審査

請求を防衛人事審議会に付議したところ、防衛人事審議会は、令和５年６
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月２８日、本件懲戒免職処分は妥当であると判断し、本件懲戒免職処分審

査請求は棄却すべきものと認定するとの議決をした。

審査庁は、令和５年７月１１日、上記議決に基づき、本件懲戒免職処分

審査請求を棄却するとの裁決をした。

（本件懲戒免職処分審査請求に係る議決書及び裁決書） 

⑹ 審査庁は、令和５年１２月１８日、当審査会に対し、本件審査請求は棄

却すべきであるとして本件諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）

３ 審査請求人の主張の要旨

以下の理由により、本件支給制限処分の取消しを求める。 

⑴ 本件懲戒免職処分そのものが、裁量権を逸脱又は濫用したものであって、

取り消されるべきであるから、本件支給制限処分は、その前提を欠き、取

り消されるべきである。 

⑵ 仮に、本件懲戒免職処分が妥当であるとしても、本件支給制限処分は、

以下のとおり、退職手当法１２条１項及び退職手当法施行令１７条の適用

を誤ったものであり、重きに失するから、取り消されるべきである。

ア 「当該退職した者が占めていた職の職務及び責任」について

審査請求人は、本件支給制限処分の当時、陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処所

属の防衛技官（行政職（二）３級の一般職員）であり、自衛官ではなかっ

た。すなわち、審査請求人は、厳格な上下関係に支配される自衛官ではな

く、事務方の一般職員にすぎなかったから、本件非違行為の部内における

影響は小さいというべきである。また、審査請求人は、幹部職員のように

他の職員の模範となることが強く求められる立場にもなかった。

したがって、審査請求人に対し、重い処分をすべき理由はない。

イ 「当該退職をした者の勤務の状況」について

審査請求人は、３回の表彰を受け、複数の上司及び同僚から仕事ぶり

を高く評価されており、平素の勤務態度が非常に優良であった。

したがって、審査請求人に対し、重い処分をすべき理由はない。

ウ 「当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度」について 

(ｱ) 被害法人の損害について

本件非違行為は、チケット購入用のサイトに虚偽の情報を入力してコ

ンサートチケットの購入権を取得したという電子計算機使用詐欺である

が、審査請求人は、コンサートチケットの購入権を取得した場合には、
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当該チケットの販売業者（被害法人）に対して適正な代金を支払ってい

たから、被害法人には、金銭的な損害が生じていない。

本件非違行為が詐欺罪を構成するのは、審査請求人からのコンサート

チケットの購入の申込みが被害法人のチケット販売規約に違反する申込

みであることが分かっていれば、被害法人は審査請求人に対してコンサ

ートチケットの購入権を取得させなかったにもかかわらず、審査請求人

が、その点を欺き、コンサートチケットの購入権を取得したからである。

これは、ファンクラブにおけるコンサートチケットの購入権の公平な分

配という観点からすれば、被害法人にとっては財産的利益の侵害と評価

することができるが、飽くまで金銭的な評価からすれば、損害額は、ゼ

ロである。そして、人気アーティストのコンサートにおいては、ファン

クラブ会員が家族や友人の名義を使用して複数口の申込みをするという

ことは、多かれ少なかれ一般的に行われていたのであり、その意味では、

審査請求人だけが被害法人の運営に多大な影響を与えたと評価すること

もできない。

そうすると、本件非違行為による損害は限りなくゼロに近く、被害の

程度は軽微であり、本件は、一般国民を騙して金品を奪う単純な詐欺と

は、事案を全く異にする。

本件非違行為を含め、審査請求人の電子計算機使用詐欺被疑事件は、

平成２９年ｍ月ｎ日付けで不起訴となっている。これは、以上に述べた

本件非違行為の悪質性の低さが考慮された結果であると考えられる。 

(ｲ) 審査請求人の違法性の認識について

審査請求人は、被害法人のチケット販売規約が他人の名義によるコン

サートチケットの購入の申込みを禁止していることを認識していなかっ

た。また、本件非違行為の当時、コンサートチケットの取得のために他

人の名義を使用することは広く行われていたことや、複数の同僚が協力

してくれていたことから、審査請求人は、違法性の認識に乏しかったの

であり、主観的にも悪質性は低いというべきである。 

(ｳ) コンサートチケットの転売について

審査請求人が本件非違行為により取得したコンサートチケットを第三

者に転売したことは、事実であるが、審査請求人は、当該チケットを第

三者に適正に譲渡しており、少なくとも、当時の法令においては、転売

そのものは違法ではなかった。
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したがって、当該チケットの転売自体は、何ら犯罪行為に当たらず、

捜査機関において被疑事実にもならず、本件懲戒免職処分の違反事実に

もなっていない。

エ 「当該非違に至つた経緯」について

本件非違行為について、審査請求人が捜査機関による捜査を受けたのは、

コンサート等の大規模イベントのチケットの不正転売が当時社会問題とな

っていて、不正転売を疑われたからである。このことは、審査請求人が、

当初、古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）違反の容疑で捜索及び差

押えを受けたことや、その後の捜査状況から、明らかである。

しかし、審査請求人は、飽くまでも家族や自分がコンサートに行くため

にチケットを購入していたのであり、家族や自分がコンサートに行くこと

ができなくなった場合や大量に当選してしまった場合に、やむを得ずチケ

ットを転売していたにすぎない。

したがって、本件非違行為は、当時社会問題化していた転売利益を得る

ことのみを目的とした他人の名義によるチケットの購入とは異なり、悪質

性の低いことが明らかである。

オ 「当該非違後における当該退職をした者の言動」について

審査請求人は、本件非違行為が違法であることを認識していなかったの

であり、結果として不起訴になったとはいえ、自らの軽率な行為により逮

捕されるなどしたことで職場に迷惑を掛けたことについては、当初から深

く反省している。

カ 「当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度」について

本件非違行為は、陸上自衛隊の任務及び陸上自衛隊における審査請求人

の職務と直接関係を有する行為ではなく、審査請求人の私生活上の行為に

すぎないこと及び本件非違行為の悪質性が低いことからすれば、本件非違

行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度は重大であるとはいえない。

キ 「当該非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響」について

本件非違行為は、審査請求人が逮捕された当時、マスコミによって報道

されたから、部内外に一定の影響を及ぼし、国民の自衛隊に対する社会的

信用を傷つけたことは否定することができない。

しかし、審査請求人は一般職員であり、本件非違行為による被害法人の

金銭的損害は実質的にゼロであって、本件非違行為は悪質性に乏しいから、

本件非違行為が国民の自衛隊に対する信頼に及ぼす影響は重大であるとは
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いえない。

なお、本件非違行為は、社会的にチケットの高額転売問題が注目されて

いる中でマスコミによって報道されたが、結果として起訴猶予となるなど、

事案の内容に比して過大な取扱いがされたにすぎない。このことは、マス

コミの報道の在り方の問題であって、審査請求人にその責めを負わせるべ

きではない。 

⑶ 以上のとおり、本件懲戒免職処分そのものが取り消されるべきであるが、

仮に、本件懲戒免職処分が妥当であったとしても、審査請求人は幹部職員

ではないし、本件非違行為の悪質性が高いとはいえないこと、本件非違行

為が公務の遂行に及ぼす支障の程度及び公務に対する国民の信頼に及ぼす

影響が重大であるとまではいえないことに加え、審査請求人が捜査機関の

捜査に素直に応じ、自らの軽率な行動を反省していることからすれば、本

件非違行為が「防衛技官の立場としてあるまじき行為であるとともに、部

隊の団結・規律・士気及び陸上自衛隊に対する信頼を損なうものであり、

円滑な隊務の遂行に支障を来した」という本件支給制限処分の理由は、本

件非違行為に対する評価を誤るものであって、本件支給制限処分は、重き

に失するといわざるを得ない。

したがって、本件支給制限処分は、裁量権を逸脱又は濫用した違法又は

不当な処分であるから、取り消されるべきである。

第２ 諮問に係る審査庁の判断

１ 審査庁は、審理員意見書のとおり、本件審査請求は理由がないから棄却す

べきであるとしている。

２ 審理員意見書の概要は、以下のとおりである。 

⑴ 本件支給制限処分は、本件懲戒免職処分に起因するものであるが、本件

懲戒免職処分に係る審査請求（本件懲戒免職処分審査請求）については、

自衛隊法の規定に基づく審査請求手続に則り、令和５年７月１１日、棄却

するとの裁決がされている。

なお、本件審査請求に係る審理手続を行う者として指名された審理員は、

本件懲戒免職処分の適否を判断する権限を有していないため、本件支給制

限処分の適否の判断は、本件懲戒免職処分が有効であることを前提として

行うことになる。 

⑵ 本件支給制限処分の適否について、退職手当支給制限処分に関する退職

手当法１２条１項、退職手当法施行令１７条及び昭和６０年４月３０日付
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け総人第２６１号総務庁長官通知「国家公務員退職手当法の運用方針の制

定について」の別紙「国家公務員退職手当法の運用方針」（以下「退職手

当法運用方針」という。）第１２条関係の２号から７号までの規定に基づ

き検討すると、以下のとおりである。

ア 審査請求人が占めていた職の職務及び責任について

審査請求人は、平成ａ年ｂ月ｃ日に陸上自衛隊衛生補給処に採用され、

平成ｇ年ｈ月ｉ日から平成ｊ年ｋ月ｏ日まで陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処Ｃ

部Ｄ課Ｅ班Ｇ係として勤務し、同月ｌ日に同支処Ｃ部Ｈ課付に配置換えと

なった。本件非違行為の当時の審査請求人の職務の級は、行政職（二）３

級であった。当該職務の級は、中堅職員と位置づけられ、行政職（二）１

級及び２級の職員を教育する立場であるとともに、他の職員の模範となる

べく行動することが求められている立場である。

したがって、審査請求人は、自衛官と同様、厳正な規律を保持し、品位

を保つ義務を有するとともに、下位級の防衛技官等を指導するにふさわし

い勤務及び生活態度が求められているから、処分を軽減すべき事情はない

とした処分庁の判断は、妥当である。

イ 審査請求人の勤務の状況について

防衛人事審議会は、本件非違行為である電子計算機使用詐欺は１０年以

下の懲役となる犯罪であり、審査請求人の平素の勤務態度が優良であるこ

と及び改悛の情が顕著であることをもってしても、なお処分が軽減される

ものではないと判断している。

したがって、審査請求人の勤務の状況は、処分を軽減すべき事情とはな

らない。

ウ 本件非違行為の内容及び程度について 

(ｱ) 懲戒権者である陸上自衛隊Ａ補給処長は、本件懲戒処分等基準によ

れば、本件非違行為は「窃盗・詐欺・恐喝・単純横領等」の「詐欺」

の違反態様が「重大な場合」に該当し、その処分基準は「免職」であ

るところ、本件非違行為の原因、動機、手段等について処分を特に軽

減する理由はないから、「免職」が相当であると認定して、審査請求

人に対し、本件懲戒免職処分をした。

なお、審査請求人は、本件懲戒免職処分に対しても審査請求（本件

懲戒免職処分審査請求）をしたが、防衛人事審議会は、本件懲戒免職

処分は妥当であると議決し、これに基づき、本件懲戒免職処分審査請
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求は棄却するとの裁決がされている。

したがって、本件は、退職手当法運用方針第１２条関係の２号イに

定める場合（「停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳

しい措置として懲戒免職等処分とされた場合」）に該当しない。 

(ｲ) また、本件非違行為は、詐欺であるから、退職手当法運用方針第１

２条関係の２号ロに定める場合（「懲戒免職等処分の理由となった非

違が、正当な理由がない欠勤その他の行為により職場規律を乱したこ

とのみである場合であって、特に参酌すべき情状のある場合」）にも

該当しない。 

(ｳ) さらに、本件非違行為は、故意による事案であるから、退職手当法

運用方針第１２条関係の２号ハに定める場合（「懲戒免職等処分の理

由となった非違が過失（重過失を除く。）による場合であって、特に

参酌すべき情状のある場合」）及び同号ニに定める場合（「過失（重

過失を除く。）により禁錮以上の刑に処せられ、執行猶予を付された

場合であって、特に参酌すべき情状のある場合」）にも該当しない。 

(ｴ) 以上によれば、本件は、退職手当法運用方針第１２条関係の２号が

退職手当一部不支給処分にとどめることを検討する場合として定める

いずれの場合にも該当しないから、処分を軽減する理由はないとした

処分庁の判断は、妥当である。

エ 本件非違行為をするに至った経緯について

本件非違行為をするに至った経緯について、特に参酌すべき事情はない

から、処分を軽減すべき事情はないとした処分庁の判断は、妥当である。

オ 本件非違行為後における審査請求人の言動について

審査請求人は、自らの軽率な行為により逮捕されるなどしたことで職場

に迷惑を掛けたことについては、当初から深く反省していると主張する。

しかし、防衛人事審議会は、本件非違行為である電子計算機使用詐欺は

１０年以下の懲役となる犯罪であり、審査請求人の平素の勤務態度が優良

であること及び改悛の情が顕著であることをもってしても、なお処分が軽

減されるものではないと判断している。

したがって、本件は、退職手当法運用方針第１２条関係の６号に定める

場合（「当該非違による被害や悪影響を最小限にするための行動をとった

場合」）に該当しないから、処分を軽減すべき事情はないとした処分庁の

判断は、妥当である。
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カ 本件非違行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度及び本件非違行為が公

務に対する国民の信頼に及ぼす影響について

審査請求人は、本件非違行為は陸上自衛隊の任務及び陸上自衛隊におけ

る審査請求人の職務と直接関係を有する行為ではなく、審査請求人の私生

活上の行為にすぎないこと及び本件非違行為の悪質性が低いことからすれ

ば、本件非違行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度は重大であるとはいえ

ないと主張する。

しかし、防衛人事審議会は、審査請求人は他の職員の模範となるべく行

動することが求められている立場であること、本件非違行為はマスコミに

よって全国報道されたことに加え、審査請求人に名義及び銀行口座を貸し

た職員のうち、５名が注意、１名が口頭注意の処分を受けたことなど、本

件非違行為の部内外への影響は極めて大きいと判断している。

これらを踏まえると、本件非違行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度及

び本件非違行為が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響は、極めて重大で

あるから、処分を軽減すべき事情はないとした処分庁の判断は、妥当であ

る。 

⑶ 上記⑵で検討したところによれば、審査請求人の主張はいずれも認める

ことができず、本件非違行為の重大性を考慮するならば、処分を軽減すべ

き事情はないというべきである。

なお、審査請求人は、本件懲戒免職処分そのものが、裁量権を逸脱又は

濫用したものであって、取り消されるべきであるから、本件支給制限処分

は、その前提を欠き、取り消されるべきであるとも主張するが、本件懲戒

免職処分の適否は本件とは別の手続（本件懲戒免職処分に係る審査請求

（本件懲戒免職処分審査請求）及び本件懲戒免職処分の取消訴訟）で争う

べき事柄であり、審査請求人の上記主張は本件での検討対象とはならない 

(本件懲戒免職処分審査請求において、審査請求人は上記主張をしたが、上

記主張は認められず、本件懲戒免職処分は妥当であるとの防衛人事審議会

の議決がされ、この議決に基づき、本件懲戒免職処分審査請求は棄却する

との裁決がされている。)。 

⑷ 以上によれば、本件支給制限処分は違法又は不当なものとは認められず、

本件審査請求は理由がないから棄却すべきである。

第３ 当審査会の判断

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について
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⑴ 一件記録によると、本件懲戒免職処分及び本件支給制限処分に係る各審

査請求の手続の経過は、次のとおりである。

ア 本件懲戒免職処分に係る審査請求（本件懲戒免職処分審査請求）

本件懲戒免職処分 ：令和元年１２月１２日

審査請求の受付 ：令和２年３月１０日

防衛人事審議会の議決 ：令和５年６月２８日

裁決 ：同年７月１１日

イ 本件支給制限処分に係る審査請求（本件審査請求）

本件支給制限処分 ：令和元年１２月１２日

審査請求の受付 ：令和２年３月１０日

審理員の指名 ：令和５年８月１０日

（上記アの裁決から約１か月、審査請求の

受付から３年５か月）

審理員意見書の提出 ：同年１１月３０日

諮問 ：同年１２月１８日

（審査請求の受付から約３年９か月半） 

⑵ 上記⑴のイによれば、本件審査請求では、審査請求の受付から審理員の

指名までに３年５か月を要した結果、審査請求の受付から諮問までに約３

年９か月半もの長期間を要している。

審査請求の受付から審理員の指名までに３年５か月もの期間を要したの

は、審査庁の説明によれば、本件審査請求の受付時に、審査請求人代理人

との間で、本件支給制限処分の前提である本件懲戒免職処分に係る審査請

求（本件懲戒免職処分審査請求）に対する裁決がされるまで、本件審査請

求の審理手続を保留するとの合意がされたからであるという（令和６年１

月１１日付けの審査庁の事務連絡・記１、別添資料１）。そうであれば、

本件懲戒免職処分審査請求に対する裁決がされるのを待って、速やかに本

件審査請求の審理手続を進めるべきであったにもかかわらず、本件で審理

員の指名がされたのは、上記の裁決がされてから約１か月が経過した後で

ある。審査庁においては、今後、本件と同種の事案において審理員の指名

の手続が遅れることがないようにされたい。 

⑶ 上記⑵で指摘した点以外では、本件審査請求から本件諮問に至るまでの

一連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件支給制限処分の違法性又は不当性について
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⑴ 審査請求人は、本件非違行為により本件懲戒免職処分を受けて退職をし

た者である（上記第１の２の⑵）から、退職手当管理機関である処分庁は、

退職手当法１２条１項及び退職手当法施行令１７条の規定に基づき、審査

請求人に対し、審査請求人が占めていた職の職務及び責任、審査請求人の

勤務の状況、本件非違行為の内容及び程度、本件非違行為をするに至った

経緯、本件非違行為後における審査請求人の言動、本件非違行為が公務の

遂行に及ぼす支障の程度並びに本件非違行為が公務に対する国民の信頼に

及ぼす影響の各事情を勘案して、退職手当支給制限処分をすることができ

る（上記第１の１の⑶）。 

⑵ そこで、本件について、退職手当支給制限処分をするに当たり勘案すべ

き上記⑴の各事情を検討してみると、以下のとおりである。

ア 審査請求人が占めていた職の職務及び責任について

審査請求人は、本件非違行為の当時、陸上自衛隊Ａ補給処Ｂ支処Ｃ部Ｄ

課Ｅ班Ｇ係で勤務していた防衛技官（一般職員）であり（上記第１の２の

⑴）、その職務の級は、行政職（二）３級であった（陸上自衛隊勤務記録

表）。そして、本件非違行為の当時、上記Ｄ課には、課長の下にＫ班（職

員数６名）、Ｅ班（職員数１０名）及びＬ班（職員数９名）の三つの班が

置かれ、行政職（二）３級以下の一般職員が審査請求人のほかに１１名配

置されていた（「Ｂ支処Ｃ部Ｄ課」と題する書面）。

人事院規則９－８（初任給、昇格、昇級等の基準）の別表第１（標準職

務表）のロ（行政職俸給表（二）級別標準職務表）によれば、行政職（二）

職員の職務の級は、１級から５級までに分かれていて、３級の一般技能職

員の標準的な職務は、「数名の一般技能職員を直接指揮監督する職長又は

高度の技能若しくは経験を必要とする業務を行う一般技能職員の職務」と

定められているから、審査請求人は、下位の職員（行政職（二）１級及び

２級の職員）を指導する中堅職員であったということができる。本件非違

行為は、陸上自衛隊の中堅職員であった審査請求人が電子計算機使用詐欺

（刑法（明治４０年法律第４５号）２４６条の２）という刑法上の罪を犯

したというものであるから、審査請求人が所属していた上記管理課の他の

職員の規律にも大きな影響を及ぼすものであったというべきである。

審査請求人は、厳格な上下関係に支配される自衛官ではなく、事務方の

一般職員にすぎなかったから、本件非違行為の部内における影響は小さい

というべきであるし、幹部職員のように他の職員の模範となることを強く
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求められる立場にもなかったと主張する（上記第１の３の⑵のア）。

しかし、自衛隊法にいう「隊員」には、「自衛官」のほかに、「自衛官

以外の隊員」も含まれる（２条５項、３０条の２第１項参照）から、防衛

技官は、「自衛官以外の隊員」として自衛隊法の適用を受け、自衛官と同

様、厳正な規律を保持し、品位を保つ義務を負っている（５２条、５８条

１項参照）。

したがって、審査請求人の上記主張は、採用することができない。

イ 審査請求人の勤務の状況について

審査請求人は、３回（平成１１年、平成１９年及び平成２８年）、職務

遂行について表彰を受けており（陸上自衛隊勤務記録表）、一緒に働いた

上司から、真面目な勤務ぶりであったと高く評価されている（陳述書６

通）。

しかし、審査請求人の本件非違行為前の勤務成績は、勤務成績報告書及

び人事評価記録書によれば、平成２３年から平成２７年までは「Ａ」から

「Ｅ」までの５段階評価でいずれも「Ｃ」であり、平成２８年１月から９

月までは上記５段階評価で「Ｃ」、同年１０月から平成２９年３月までは

「Ｓ」から「Ｄ」までの５段階評価で「Ａ」である（なお、調査報告書に

は、審査請求人の平成２８年度の勤務成績は「Ｂ」と記載されている。）

から、審査請求人の勤務の状況は、総じて「通常」であったということが

できる。

したがって、審査請求人の勤務の状況には、処分を軽減すべき事情は認

められない。

ウ 本件非違行為の内容及び程度について

本件非違行為は、法定刑が懲役１０年以下と定められている電子計算機

使用詐欺という重大な罪を犯したというものである。懲戒権者である陸上

自衛隊Ａ補給処長は、本件懲戒処分等基準によれば、本件非違行為の処分

基準は「免職」であり、本件非違行為の原因、動機、手段等について処分

を特に軽減する理由はないから、「免職」が相当であると認定して（上記

第１の２の⑵のイ）、審査請求人に対し、本件懲戒免職処分をした。審査

請求人は、本件懲戒免職処分に対しても審査請求（本件懲戒免職処分審査

請求）をしたが、本件懲戒免職処分は妥当であると判断した防衛人事審議

会の議決に基づき、本件懲戒免職処分審査請求は棄却するとの裁決がされ

ている（上記第１の２の⑸）。したがって、本件は、退職手当法運用方針
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第１２条関係の２号イに定める場合（「停職以下の処分にとどめる余地が

ある場合に、特に厳しい措置として懲戒免職等処分とされた場合」）に該

当しない。

また、本件非違行為は、電子計算機使用詐欺であるから、退職手当法運

用方針第１２条関係の２号ロに定める場合（「懲戒免職等処分の理由とな

った非違が、正当な理由がない欠勤その他の行為により職場規律を乱した

ことのみである場合であって、特に参酌すべき情状のある場合」）にも該

当しない。

さらに、本件非違行為は、故意による事案であるから、退職手当法運用

方針第１２条関係の２号ハに定める場合（「懲戒免職等処分の理由となっ

た非違が過失（重過失を除く。）による場合であって、特に参酌すべき情

状のある場合」）にも、同号ニに定める場合（「過失（重過失を除く。）

により禁錮以上の刑に処せられ、執行猶予を付された場合であって、特に

参酌すべき情状のある場合」）にも該当しない。

以上によれば、本件は、退職手当法運用方針第１２条関係の２号が退職

手当一部不支給処分にとどめることを検討する場合として定めるいずれの

場合にも該当しない。

エ 本件非違行為をするに至った経緯について

審査請求人は、飽くまでも家族や自分がコンサートに行くためにチケッ

トを購入していたのであり、家族や自分がコンサートに行くことができな

くなった場合や大量に当選してしまった場合に、やむを得ずチケットを転

売していたにすぎないと主張する（上記第１の３の⑵のエ）。

しかし、本件非違行為は、複数の他人の名義で取得したファンクラブ

の会員番号及びパスワードを利用して合計４４枚のコンサートチケット

（約３５万円分）を購入したというものであり（上記第１の２の⑵の

ア）、審査請求人は、この購入したチケットを転売して、約２９万円の

利益を得たと供述している（審査請求人の供述調書、本件懲戒免職処分

審査請求に係る議決書）。そして、審査請求人は、チケットを転売する

ときは、ヤフーオークションに出品していたが、平均して約１．５倍で

落札されたと供述するほか、この転売による利益は、次のチケット購入

費、各ファンクラブの会費等のほか、生活費として使用していたと供述

している（審査請求人の供述調書）。

本件非違行為の当時、コンサートチケットの転売が社会問題化してい
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たことは、審査請求人の認めるところである（上記第１の３の⑵のエ及

びキ）が、それにもかかわらず、審査請求人は、専ら家族や自分の利益

のために本件非違行為をし、これにより取得したチケットを転売して利

益を得ていたのであるから、本件非違行為は極めて悪質であり、本件非

違行為をするに至った経緯に参酌すべき事情があったとはいえない。

したがって、本件非違行為をするに至った経緯には、処分を軽減すべ

き事情があるとは認められない。

オ 本件非違行為後における審査請求人の言動について

審査請求人は、本件非違行為の調査を受けた際に、「深く考えず、犯罪

行為に当たるとは思わず行った軽率な行為で上司や駐屯地の皆さんにも大

変ご迷惑をお掛けしました。今になって事の重大さが判り、本当に申し訳

ないことをしたと反省しています。」と反省の弁を述べている（審査請求

人の供述調書）。

しかし、本件非違行為である電子計算機使用詐欺は、上記ウのとおり、

法定刑が懲役１０年以下と定められている重い犯罪であるから、審査請求

人が反省の弁を述べているとしても、そのことをもって処分を軽減すべき

であるとはいえない。

カ 本件非違行為が公務の遂行に及ぼす支障の程度及び本件非違行為が公

務に対する国民の信頼に及ぼす影響について

本件非違行為は、審査請求人が逮捕された当時、マスコミによって全国

報道され（ニュースサイト及び全国紙の記事）、本件非違行為に関与した

職員（審査請求人に名義及び銀行口座を貸した職員）のうち、５名が注意、

１名が口頭注意の処分を受けている（５名の職員に対する各注意書、１名

の職員に対する口頭注意書）から、本件非違行為は、自衛隊の内外に大き

な影響を及ぼしたということができる。

したがって、本件非違行為は、公務の遂行に影響を及ぼす支障の程度及

び公務に対する国民の信頼に及ぼす影響が大きいものと認められる。 

⑶ 上記⑵で検討したところによれば、本件非違行為は、重大で悪質な非違

行為であり、自衛隊の公務の遂行に大きな支障を及ぼし、自衛隊に対する

国民の信頼を大きく損なうものというべきである。審査請求人は反省の弁

も述べており、本件非違行為を含む審査請求人の電子計算機使用詐欺被疑

事件は不起訴（起訴猶予）となっている（不起訴処分告知書）が、これら

の事情は、本件非違行為が重大で悪質な非違行為であることや、本件非違
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行為が自衛隊の公務の遂行及び自衛隊に対する国民の信頼に及ぼす影響が

大きいことを考慮するならば、処分を軽減する理由にはならないというべ

きである。

なお、審査請求人は、本件懲戒免職処分そのものが、裁量権を逸脱又は

濫用したものであって、取り消されるべきであるから、本件支給制限処分

は、その前提を欠き、取り消されるべきであるとも主張する（上記第１の

３の⑴）が、本件懲戒免職処分の適否は本件とは別の手続（本件懲戒免職

処分に係る審査請求（本件懲戒免職処分審査請求）及び本件懲戒免職処分

の取消訴訟）で争うべき事柄であり、審査請求人の上記主張は本件での検

討対象とはならない（本件懲戒免職処分審査請求において、審査請求人は

上記主張をしたが、上記主張は認められず、本件懲戒免職処分は妥当であ

るとの防衛人事審議会の議決がされ、この議決に基づき、本件懲戒免職処

分審査請求は棄却するとの裁決がされている（本件懲戒免職処分審査請求

に係る議決書及び裁決書）。）。 

⑷ 上記⑵及び⑶で検討したところによれば、本件支給制限処分は、裁量権

を逸脱又は濫用した違法又は不当なものとは認められない。

３ まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第１部会

委 員 原 優

委 員 野 口 貴 公 美

委 員 村 田 珠 美
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